
労働時間等設定改善指針（平成二十年厚生労働省告示第百八号） 新旧対照表

現 行 改 正 案

労働時間等設定改善指針 労働時間等設定改善指針

２ 事業主等が講ずべき労働時間等の設定の改善のための措 ２ 事業主等が講ずべき労働時間等の設定の改善のための措
置 置

（１）事業主が講ずべき一般的な措置 （１）事業主が講ずべき一般的な措置

ハ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備 ハ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

労働者が心身の疲労を回復させ、健康で充実した生活を 労働者が心身の疲労を回復させ、健康で充実した生活を
送るためには、原則として労働者がその取得時季を自由に 送るためには、原則として労働者がその取得時季を自由に
設定できる年次有給休暇の取得が必要不可欠である。また 設定できる年次有給休暇の取得が必要不可欠である。また
、育児・介護等に必要な時間の確保にも資すると考えられ 、育児・介護等に必要な時間の確保にも資すると考えられ
る。特に、労働者が仕事を重視した生活設計をすることに る。特に、労働者が仕事を重視した生活設計をすることに
より、労働が長時間に及ぶ場合においては、年次有給休暇 より、労働が長時間に及ぶ場合においては、年次有給休暇
の取得が健康の保持のために重要である。 の取得が健康の保持のために重要である。
しかしながら、年次有給休暇については、周囲に迷惑が しかしながら、年次有給休暇については、周囲に迷惑が
かかること、後で多忙になること、職場の雰囲気が取得し かかること、後で多忙になること、職場の雰囲気が取得し
づらいこと等を理由に、多くの労働者がその取得にためら づらいこと等を理由に、多くの労働者がその取得にためら
いを感じている。 いを感じている。
年次有給休暇の取得は、企業の活力や競争力の源泉であ 年次有給休暇の取得は、企業の活力や競争力の源泉であ
る人材がその能力を十分に発揮するための大きな要素であ る人材がその能力を十分に発揮するための大きな要素であ
って、生産性の向上にも資するものであり、企業にとって って、生産性の向上にも資するものであり、企業にとって
も大きな意味を持つものである。 も大きな意味を持つものである。
このため、事業主は、年次有給休暇の完全取得を目指し このため、事業主は、年次有給休暇の完全取得を目指し
て、経営者の主導の下、取得の呼びかけ等による取得しや て、経営者の主導の下、取得の呼びかけ等による取得しや
すい雰囲気づくりや、労使の年次有給休暇に対する意識の すい雰囲気づくりや、労使の年次有給休暇に対する意識の
改革を図ること。 改革を図ること。
また、計画的な年次有給休暇の取得は、年次有給休暇取 また、計画的な年次有給休暇の取得は、年次有給休暇取
得の確実性が高まり、労働者にとっては予定通りの活動を 得の確実性が高まり、労働者にとっては予定通りの活動を
行いやすく、事業主にとっては計画的な業務運営を可能に 行いやすく、事業主にとっては計画的な業務運営を可能に
する等効用が高い。したがって、年次有給休暇の取得促進 する等効用が高い。したがって、年次有給休暇の取得促進
を図るためには、特に、計画的な年次有給休暇取得の一層 を図るためには、特に、計画的な年次有給休暇取得の一層
の推進を図ることが重要である。計画的な年次有給休暇の の推進を図ることが重要である。計画的な年次有給休暇の
取得には、労使間で１年間の仕事の繁閑や段取りを話し合 取得には、労使間で１年間の仕事の繁閑や段取りを話し合
うことが必要であり、労使双方にとって合理的な仕事の進 うことが必要であり、労使双方にとって合理的な仕事の進
め方を理解し合うためにも有益な手段であると考えられる め方を理解し合うためにも有益な手段であると考えられる
。事業主は、年次有給休暇の取得促進を図るため、業務量 。事業主は、年次有給休暇の取得促進を図るため、業務量
を正確に把握し、個人別年次有給休暇取得計画表の作成、 を正確に把握し、個人別年次有給休暇取得計画表の作成、
年次有給休暇の完全取得に向けた業務体制の整備、取得状 年次有給休暇の完全取得に向けた業務体制の整備、取得状



況の把握を行うこと。また、労働基準法（昭和２２年法律 況の把握を行うこと。また、労働基準法（昭和２２年法律
第４９号）第３９条第５項に基づく年次有給休暇の計画的 第４９号）第３９条第６項に基づく年次有給休暇の計画的
付与制度の活用を図ること。 付与制度の活用を図ること。
さらに、週休日と年次有給休暇とを組み合わせた２週間 さらに、週休日と年次有給休暇とを組み合わせた２週間
程度の連続した長期休暇の取得促進を図ること。その際、 程度の連続した長期休暇の取得促進を図ること。その際、
取得時期については、休暇中の渋滞、混雑を緩和するため 取得時期については、休暇中の渋滞、混雑を緩和するため
分散化を図り、より寛げる休暇となるよう配慮すること。 分散化を図り、より寛げる休暇となるよう配慮すること。
なお、半日単位での年次有給休暇の利用について、連続 これらに加え、年次有給休暇取得促進の観点から、労働
休暇取得及び１日単位の取得の阻害とならない範囲で、労 基準法第３９条第４項に基づく年次有給休暇の時間単位付
働者の希望によるものであることを前提としつつ、年次有 与制度（以下「時間単位付与制度」という。）の活用や、
給休暇取得促進の観点からその導入を検討すること。 半日単位での年次有給休暇の利用について、連続休暇取得

及び１日単位の取得の阻害とならない範囲で、労働者の希
望によるものであることを前提としつつ、検討すること。

ニ 所定外労働の削減 ニ 所定外労働の削減

所定外労働は臨時、緊急の時にのみ行うものである。事 所定外労働は臨時、緊急の時にのみ行うものである。事
業主は、その雇用する労働者の健康で充実した生活のため 業主は、その雇用する労働者の健康で充実した生活のため
、労働時間に関する意識の改革、「ノー残業デー」、「ノ 、労働時間に関する意識の改革、「ノー残業デー」、「ノ
ー残業ウィーク」の導入・拡充等により、今後とも所定外 ー残業ウィーク」の導入・拡充等により、今後とも所定外
労働の削減を図ること。特に、休日労働を避けること。ま 労働の削減を図ること。特に、休日労働を避けること。ま
た、所定外労働を行わせた場合には、代休の付与等により た、所定外労働を行わせた場合には、代休の付与等により
総実労働時間の短縮を図ること。労働者が私生活を重視し 総実労働時間の短縮を図ること。労働者が私生活を重視し
た生活設計をし、所定外労働を望まない場合は、所定外労 た生活設計をし、所定外労働を望まない場合は、所定外労
働の削減について一層の配慮をすること。 働の削減について一層の配慮をすること。
なお、労働時間を延長する場合であっても、労働基準法 なお、労働時間を延長する場合であっても、労働基準法
第三十六条第一項の協定で定める労働時間の延長の限度等 第三十六条第一項の協定で定める労働時間の延長の限度等
に関する基準（平成１０年労働省告示第１５４号）を遵守 に関する基準（平成１０年労働省告示第１５４号）を遵守
すること。また、同基準第３条ただし書に規定する特別条 すること。また、同基準第３条ただし書に規定する特別条
項付き協定を結ぶ場合は、同基準の例外が認められる特別 項付き協定を結ぶ場合は、同基準の例外が認められる特別
の事情とは臨時的なものに限ることを、その協定において の事情とは臨時的なものに限ることを、その協定において
明確にすること。 明確にするとともに、限度時間を超える時間外労働をでき

る限り短くし、その時間の労働に係る割増賃金率について
、法定割増賃金率を超える率とするよう努めること。

さらに、週６０時間以上の長時間労働者の割合が高水準 さらに、週６０時間以上の長時間労働者の割合が高水準
となっており、特に３０代男性で高くなっている。長時間 となっており、特に３０代男性で高くなっている。長時間
労働により、健康を損なう者が出るとともに、肉体的、精 労働により、健康を損なう者が出るとともに、肉体的、精
神的な疲労によって労働者の生産性にも影響を及ぼすおそ 神的な疲労によって労働者の生産性にも影響を及ぼすおそ
れがあり、また、男性の家事・育児時間が長時間労働等に れがあり、また、男性の家事・育児時間が長時間労働等に
より短くなっていることから、このような長時間労働が恒 より短くなっていることから、このような長時間労働が恒
常的なものにならないようにする等その抑制を図ること。 常的なものにならないようにする等その抑制を図ること。

（２）特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべ （２）特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべ
き措置 き措置



ロ 子の養育又は家族の介護を行う労働者 ロ 子の養育又は家族の介護を行う労働者

事業主は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行 事業主は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）等 う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）等
を遵守し、育児休業、介護休業、子の看護休暇、時間外労 を遵守し、育児休業、介護休業、子の看護休暇、時間外労
働の制限、深夜業の制限、勤務時間の短縮等の措置（短時 働の制限、深夜業の制限、勤務時間の短縮等の措置（短時
間勤務の制度、始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ、所 間勤務の制度、始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ、所
定外労働をさせない制度等）の労働時間等の設定の改善を 定外労働をさせない制度等）の労働時間等の設定の改善を
行うとともに、その内容を労働者に積極的に周知する等制 行うとともに、その内容を労働者に積極的に周知する等制
度を利用しやすい環境の整備を図ること。 度を利用しやすい環境の整備を図ること。
特に、男性の育児等への参加が進んでおらず、また、出 特に、男性の育児等への参加が進んでおらず、また、出
産後の女性が就業継続を希望しながら離職を余儀なくされ 産後の女性が就業継続を希望しながら離職を余儀なくされ
る場合が見られる現状を踏まえ、男女が共に職業生活と家 る場合が見られる現状を踏まえ、男女が共に職業生活と家
庭生活の両立を実現できるよう、一層の配慮をすること。 庭生活の両立を実現できるよう、一層の配慮をすること。
その際には、行動計画策定指針六の１に掲げられた事項 その際には、行動計画策定指針七の１に掲げられた事項
にも留意し、子どもの出生時における父親の休暇制度の整 にも留意し、子どもの出生時における父親の休暇制度の整
備や男性の育児休業の取得促進等男性が育児等に参加しや 備や男性の育児休業の取得促進等男性が育児等に参加しや
すい環境づくり、より利用しやすい育児休業制度の実施（ すい環境づくり、より利用しやすい育児休業制度の実施（
法定の期間、回数等を上回る措置を実施すること、休業期 法定の期間、回数等を上回る措置を実施すること、休業期
間中の経済的援助を行うこと等）等にも努めること。 間中の経済的援助を行うこと等）等にも努めること。
さらに、年次有給休暇の取得促進、所定外労働の削減等 さらに、時間単位付与制度の活用も含めた年次有給休暇
により、子の養育又は家族の介護に必要な時間の確保を図 の取得促進、所定外労働の削減等により、子の養育又は家
ること。 族の介護に必要な時間の確保を図ること。
これらの子の養育又は家族の介護を行う労働者に配慮し これらの子の養育又は家族の介護を行う労働者に配慮し
た労働時間等の設定の改善に当たっては、各企業において た労働時間等の設定の改善に当たっては、各企業において
労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにす 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにす
るための雇用環境の整備に関する取組の状況や課題を把握 るための雇用環境の整備に関する取組の状況や課題を把握
し、各企業の実情に応じ、必要な対策を実施していくこと し、各企業の実情に応じ、必要な対策を実施していくこと
が重要であるが、その際、厚生労働省雇用均等・児童家庭 が重要であるが、その際、厚生労働省雇用均等・児童家庭
局長が定めた「両立指標に関する指針」を活用することも 局長が定めた「両立指標に関する指針」を活用することも
効果的である。 効果的である。

ニ 単身赴任者 ニ 単身赴任者

単身赴任者については、心身の健康保持、家族の絆の維 単身赴任者については、心身の健康保持、家族の絆の維
持、子の健全な育成等のため、休日は家族の元に戻って、 持、子の健全な育成等のため、休日は家族の元に戻って、
共に過ごすことが極めて重要である。このため、事業主は 共に過ごすことが極めて重要である。このため、事業主は
、休日の前日の終業時刻の繰り上げ及び休日の翌日の始業 、休日の前日の終業時刻の繰り上げ及び休日の翌日の始業
時刻の繰り下げ等を行うこと。また、労働者の希望を前提 時刻の繰り下げ等を行うこと。また、休日前後の年次有給
とした休日前後の年次有給休暇の半日単位の付与について 休暇について、時間単位付与制度の活用や労働者の希望を
検討すること。さらに、家族の誕生日、記念日等家族にと 前提とした半日単位の付与を検討すること。さらに、家族
って特別な日については、休暇を付与すること。 の誕生日、記念日等家族にとって特別な日については、休

暇を付与すること。



ヘ 地域活動等を行う労働者 ヘ 地域活動等を行う労働者

事業主は、地域活動、ボランティア活動等へ参加する労 事業主は、地域活動、ボランティア活動等へ参加する労
働者に対して、その参加を可能とするよう、特別な休暇の 働者に対して、その参加を可能とするよう、特別な休暇の
付与、労働者の希望を前提とした年次有給休暇の半日単位 付与、時間単位付与制度の活用、労働者の希望を前提とし
の付与等について検討すること。 た年次有給休暇の半日単位の付与等について検討すること

。


